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はじめに 

本資料は、２月 10日（水）付けで申請され、２月 12日（金）付けで認可さ

れた電気事業法（昭和 39年法律第 170号）第 18条第２項ただし書の規定によ

る特例認可の内容（託送供給等約款以外の供給条件）をあくまで解説したもの

に過ぎず、正確な記載等は特例認可の内容及び申請書類を確認の上、対応いた

だくことを原則とします。 

 

１．特例措置について 

（１）特例措置の目的 

この冬の厳しい寒さと天候不順による電力需給の逼迫により、本年１月の

卸電力市場（スポット市場）のシステムプライスの月間平均価格は１キロワ

ット時につき 63円 07銭となり、月間平均価格としては過去最高となりまし

た。 

一般送配電事業者においては、資源エネルギー庁の要請を受け、供給力不足

時等の精算金（インバランス料金）単価の上限を 200 円/kWh とする措置を実

施してきたところです。こうした取組に加えて、資源エネルギー庁における市

場関連情報の公開、厳格な市場監視などの取組によって、足下の卸電力市場価

格は安定的に推移しているところです。 

他方、電気の需要家の中には、市場連動型の電気料金メニューを選択されて

いる方もいるところ、卸電力市場価格の急激な高騰は、こうした需要家にとっ

て大きな影響がある場合も考えられます。また、新型コロナウイルス感染症の

影響が未だ続く中、既に、１月分の電気料金の請求が順次始まっているところ、

こうした市場環境においても、需要家が安定的な電力供給サービスを継続的

に享受できるようにする観点からは、更なる対応が必要と考えられます。 

さらに、今回の卸電力市場価格の急激な高騰に伴い、卸電力市場において電

力を調達できず、今後、一時的にそれまでの価格水準と比べて高額のインバラ

ンス料金を支払うことが必要となる小売電気事業者が存在し、ひいては、需要

家にとって大きな影響がある場合も考えられます。 

このため、本事象は、電気事業法第 18条第２項ただし書に規定する「託送

供給等約款により難い特別の事情がある場合」に該当すると考えられるとし

て、資源エネルギー庁からの要請を踏まえ、必要な手続を実施の上、今回の特

例措置を実施するものです。 

 

（２）特例措置の内容 

今回の特例措置は、３．（３）に定める申請期日までに、契約者（小売電気

事業者を指します。）から申請がある場合であって、当該契約者が２．の要件



を満たす場合、当該契約者が、３月に請求される需要バランシンググループに

係る精算金（※）（１月の電力取引に係る精算金〔以下「１月分のインバラン

ス料金」といいます。〕）について、１月の卸電力市場価格の推移を踏まえて最

大５か月間にわたり、均等に分割して支払うことを認めることとするものです。 

（※）令和３年１月分の接続対象計画差対応補給電力料金及び契約者に係

る給電指令時補給電力料金の合計が令和３年１月分の接続対象計

画差対応余剰電力料金を上回る場合の支払額を指す。 

具体的には、通常時には１月分のインバランス料金は３月の第５営業日に支

払義務が発生し、翌日から起算して 30 日目が支払期日となりますが、契約者

が特例措置の適用を申請し、かつその申請内容が２．（１）から（３）までの

要件を満たす場合には、最大５か月間にわたり、料金支払が均等に分割され、

以下のとおり、４月上旬以降に順次、支払期日が到来することとなります。 

 

図１ 措置の具体的イメージ 

 

 

（３）特例措置の支払額の設定と支払期日 

令和３年１月分インバランス料金の支払回数ごとの料金は、上限を５回と

して契約者と一般送配電事業者との協議によりあらかじめ定めた支払回数で

除して得た均等な金額とします。ただし、分割後の端数については、第１回

の料金に加算するものといたします 

また、支払回数ごとの料金については、あらかじめ定めた支払回数に応じ

て、分割後の金額を以下の第１回の支払期日から最大第５回までの支払期日

までの間に支払っていただきます。分割後の各支払期日までに入金が確認で



きなかった場合は、託送供給等約款に基づき年利 10％の延滞利息が発生する

とともに、接続供給契約が解約となる場合があります。 

なお、特例措置を受けている期間（３月５日から別紙６に記載した支払期

日のうち最も遅い支払期日までの期間をいいます。以下同じ。）中に接続供給

契約、発電量調整供給契約、需要抑制量調整供給契約において、一般送配電

事業者から契約者への支払いが発生した場合には、一般送配電事業者からの

支払いを特例措置に伴う 1月分のインバランス料金の支払額に充当すること

があります。 

 

図２：支払期日 

 

（４）特例措置に伴う支払方法 

分割後の支払額に関する入金については、分割後請求金額以外の振込分

（定例の託送料金等）と合算せず、単独で振込いただきます。また、振込

後、速やかにその旨を３．（１）にある提出先にメールで連絡していただきま

す。 

 

（５）特例措置の停止・取消について 

 特例措置の対象となる契約者が次のいずれかに該当する場合、一般送配電

事業者への支払いがなされていない支払回数の料金の支払期日は特例措置に

よって延長された後の支払期日にかかわらず、次のいずれかが発生した時点

を支払期日といたします。 

ただし、当該契約者が次のいずれかに該当することとなった日が支払義務

発生日から７日を経過していない料金については、支払義務発生日の翌日か

ら起算して７日目を支払期日といたします。 

① 託送供給等約款にある解約等の規定に基づき解約となった場合 

支払回数 
支払期日 

２回 ３回 ４回 ５回 

第１回 第１回 第１回 第１回 令和３年４月５日（月） 

第２回 第２回 第２回 第２回 令和３年５月７日（金） 

― 第３回 第３回 第３回 令和３年６月 11日（金） 

― ― 第４回 第４回 令和３年７月７日（水） 

― ― ― 第５回 令和３年８月６日（金） 



② 契約者が振り出し、若しくは引き受けた手形又は振り出した小切手

について銀行取引停止処分を受ける等支払停止状態に陥った場合 

③ 契約者が破産、再生、会社更生、特別清算若しくはこれらに類する

法的手続の申立てを受け、又は自ら申立てを行った場合 

④ 契約者が強制執行又は担保権の実行としての競売の申立てを受けた

場合 

⑤ 契約者が公租公課の滞納処分を受けた場合 

⑥ その他の理由で契約者に明らかに料金の支払いの延滞が生じるおそ

れがあると一般送配電事業者が認め、その旨を一般送配電事業者が

契約者に通知した場合 

 

２．特例措置の適用の対象となる事業者の要件について 

１．（２）に記載する特例措置が適用されるためには、契約者が以下の

（１）から（３）までの要件を満たす必要があります。 

なお、既に１．（５）の状況にある場合については、以下の（１）から

（３）までの要件を満たす場合であっても、特例措置の適用の対象とはなり

ません。 

 

（１）需要者保護要件 

需要者の求めに応じ、今般の卸市場価格の急激な高騰に伴う需要者への柔

軟な対応として、契約者が次の（イ）及び（ロ）の措置を行っていることを

要件とします。 

ただし、１接続供給契約における契約者を複数としている場合には、全て

の契約者（事業廃止を決定している契約者を除きます。）が次の（イ）及び

（ロ）の措置を行っており、かつ、代表契約者が次の（ハ）の措置を行って

いることを求めます。 

（イ）新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、電気料金の支払いが困難

な需要者の求めに応じて、契約者が電気料金の支払猶予等柔軟な対応

を行っており、その旨を契約者のホームページ、料金明細等で周知し

ていること。 

（ロ）契約者が市場連動型の電気料金メニューを提供している場合、需要

者に対して、電気料金の支払いの分割、猶予等の負担を軽減する措置

を行い、その旨を契約者のホームページ、料金明細等で周知している

こと。 

（ハ）代表契約者は、特例措置の適用に際して、代表契約者以外の契約者

に対し、接続対象計画差対応補給電力料金及び給電指令時補給電力料



金に関する分割、猶予等の負担軽減措置を講ずる予定である旨を周知

していること。 

 

上記措置については、需要家が分かりやすいよう、ホームページや料金明

細書等で明確に周知していることを条件としており、個別の需要家から相談

があった場合のみを対象としている場合には、特例措置の適用の要件を満た

すことにはなりません。 

また、特例措置の適用後に契約者が需要家等に対して、協議等をせず合意

なく（イ）から（ハ）までのいずれかの措置を取りやめたことが確認された

場合には、（１）の要件を満たさなくなったとして、３．（３）の虚偽の記載

当があることが判明した場合に該当するとみなし、審査結果を遡って取り消

すことがあります。 

 

（２）事業健全性要件 

需要者に電気を安定的に供給する上で、健全な事業運営基盤を有している

ことを要件とします。具体的には次の（イ）かつ（ロ）の条件に該当する契

約者は対象となりません。 

なお、本要件については、契約者全体の収支を確認するものです。 

（イ）契約者の令和３年１月を含まない直近２会計年度のいずれの収支に

おいても赤字を計上していること。 

  （※）前期又は前々期のいずれかが黒字であれば（イ）に該当しませ

ん 

（ロ）契約者の令和３年１月を含まない直近の会計年度における収支にお

いて、売上、営業利益及び純利益額のいずれもが前年度及び前々年度

の売上、営業利益及び純利益額に比べて悪化していること。 

  （※）直近の売上、営業利益又は純利益額がその前期又は前々期のど

ちらかと比べて改善していれば（ロ）に該当しません。 

 

また、契約者に２会計年度以上の財務諸表がない場合は、契約者が次の

（ハ）に該当し、需要者に電気を安定的に供給する上で、健全な事業運営基

盤を有していることを要件とします。 

（ハ）契約者が令和２年 12月までの収支において、断続的に赤字を計上し

ていないこと、又は、売上が改善していること。 

 

（３）事業継続性要件 



特例措置の適用を受けている期間において、卸電力市場における売買取引

以外の方法により一定の電力を調達する契約の締結又はベースロード取引、

先渡取引、先物取引若しくはこれに準ずる取引を行っていることを条件とし

ます。なお、準ずる取引には再生可能エネルギー電気特定卸供給を含みま

す。 

ただし、卸電力市場における売買取引のみにより電力を調達している事業

者から電力を調達する契約は対象となりません。 

 

３．特例措置の適用申請について 

（１）申請方法 

申請については、以下のメールアドレスに必要な申請書類を添付の上、提

出することとします。提出時には件名を【インバランス料金に係る特例措置

の申請（申請者名）】としてください。 

また、１需要バランシンググループにおける契約者が複数の場合、代表契

約者から一般送配電事業者へ申し出ることとし、一般送配電事業者の求めに

応じ、原則として代表契約者を通じて、それぞれの契約者から３．（２）に定

める申請書類を提出していただきます。 

１月分のインバランス料金の請求が行われる前に特例措置の適用の申請を

行う場合には、別紙６の支払計画書の提出ができないため、支払額請求後５

営業日以内に別紙６の提出をしていただきます。また、１月分のインバラン

ス料金の請求前に別紙６以外の審査が終了している場合は、その審査結果に

ついては別紙６の提出を別途していただくことを前提に仮通知します。な

お、仮通知後に別紙６の提出が上記期日までにない場合は、仮通知結果が取

り消されることがあります。 

 

○提出先 

北海道電力ネットワーク株式会社 kouatu-nsc@epmail.hepco.co.jp 

東北電力ネットワーク株式会社 s.souhaidenuketsuke01.en@tohoku-epco.co.jp 

東京電力パワーグリッド株式会社 nsc-takusouunei@tepco.co.jp 

中部電力パワーグリッド株式会社 Chubu.Networksc@chuden.co.jp 

北陸電力送配電株式会社  nsc-kou01@nw.rikuden.co.jp 

関西電力送配電株式会社  kansai.takusouryoukin@e4.kansai-td.co.jp 

中国電力ネットワーク株式会社 T2NSCB@pnet.energia.co.jp 

四国電力送配電株式会社  wsc@yonden.co.jp 

九州電力送配電株式会社  Network_Sc_1@kyuden.co.jp 

沖縄電力株式会社   okiden_takusou@okiden.co.jp 



 

○問い合わせ先 

北海道電力ネットワーク株式会社 0570-080-500（ナビダイヤル２番） 

東北電力ネットワーク株式会社 0570-783-501 

東京電力パワーグリッド株式会社 03-6362-8536 

中部電力パワーグリッド株式会社 0570-03-5600（ナビダイヤル４番） 

北陸電力送配電株式会社  0570-05-1081（ナビダイヤル２番） 

関西電力送配電株式会社  050-7105-2117 

中国電力ネットワーク株式会社 082-544-2673 

四国電力送配電株式会社  050-8801-3759 

九州電力送配電株式会社  092-984-4204 

沖縄電力株式会社   098-877-3225 

資源エネルギー庁   03-3501-1582 

※受付時間等は各社ＨＰ等を確認の上、お電話ください。 

 

（２）特例措置適用の申請書類について 

申請においては別紙１から別紙６までに必要な内容を記載の上、提出して

ください。また、２．（２）の要件については、税理士又は公認会計士の確認

を得て別紙４を提出することを求めます。 

記載内容については、別紙を確認してください。 

 

（３）特例措置適用の申請期日 

申請期日は、令和３年２月 15日（月）から同年３月 15日（月）までとし

ます。申請については、同年４月５日（月）までに一般送配電事業者と資源

エネルギー庁とが協議しながら審査を行った上で結果を通知します。なお、

申請時に申請書類に虚偽の記載等があることが判明した場合には、審査結果

を遡って取り消すことがあります。 

また、インバランス料金の請求が行われる３月５日（金）以降に特例措置

が適用される場合には、改めて当該条件適用後の支払期日ごとの金額を再設

定することといたします。 

 

４．一般送配電事業者及び資源エネルギー庁における情報の取扱い 

（１）審査における協議 

特例措置の適用の申請書類については、一般送配電事業者から資源エネル

ギー庁に共有し、協議の後、審査結果を通知することといたします。 



なお、審査においては、審査基準を一般送配電事業者間で一定程度統一化

する等の観点から、一般送配電事業者間でも情報の共有等が行われます。 

 

（２）審査結果の公表 

特例措置の適用を通じ、需要家等が柔軟な対応を広く受けられることが重

要であるため、１．の特例措置の適用の申請が認められた小売電気事業者の

名称については、一般送配電事業者から資源エネルギー庁に情報を提供し、

資源エネルギー庁において公表することといたします。 

 

以上 


